

（平成19年4月1日改訂）

建設業大臣許可申請（各種変更届等）についてご案内いたします。


～　申請書のほか変更届出書などは、主たる営業所のある県の窓口に持参して下さい。



　～　県窓口に申請提出後、2週間以内に確認書類（法定書類以外）を東北地方整備局建政部計画・建設産業課あて郵送して下さい。確認書類をお送りいただけないと、事務処理を行うことが出来ません。
· 詳細は後述



　～　従来県庁から許可通知書を発送していましたが、東北地方整備局から申請者あてに直接郵送いたします。



　～　従前、申請者が各営業所所在の県庁に対して行っていただいていた営業所調査依頼は廃止となり、平成16年4月以降不要となっております。

　　　代わりに②の確認資料の提出が必須となります。

平成19年4月1日

国土交通省 東北地方整備局 建政部

建設業大臣許可申請（各種変更届等）に係る確認書類について

1 確認書類とは

「確認書類」とは、建設業許可申請書や添付書類、変更届出書等の法定書類とは別に、その申請内容を審査するために必要な書類(資料)のことです。

2 提出が必要な場合

許可申請（新規、許可換え新規、般・特新規、業種追加、更新など）及び変更届出書（営業所の移転・新設や専任技術者の交代など）を提出した際には、確認書類の提出が必要となります。
3 提出方法

確認書類は、直接「東北地方整備局建政部計画・建設産業課建設業係」あて送付して下さい。なお、送付の際には許可申請書、変更届出書等の控えをコピーして同封願います（県受付印のある第1面のみで可）。

＜書類の送付先＞
〒９８０－８６０２

　　宮城県仙台市青葉区二日町９－１５

　　　国土交通省 東北地方整備局 建政部 計画・建設産業課 建設業係あて

　　　　　ＴＥＬ　０２２－２２５－２１７１（内線６１４５・６１４６）

4 必要となる確認書類

○許可申請書の場合
　　(1)「経営業務の管理責任者」の確認資料・・・・・　　Ⅰ
　　(2)「専任技術者」の確認資料・・・・・・・・・・　　Ⅱ
　　(3)「令第３条に規定する使用人」の確認資料・・・　　Ⅲ
　　(4)営業所の確認資料・・・・・・・・・・・・・・　　Ⅳ
※(2)～(4)は、新規、許可換え新規、更新については全営業所分、

般・特新規、業種追加については該当する営業所分が必要です。

　○「経営業務の管理責任者の変更」の届出書の場合

　　(1)「経営業務の管理責任者」の確認資料・・・・・　　Ⅰ

　○「営業所の専任技術者の変更」の届出書の場合

　　(1)「専任技術者」の確認資料・・・・・・・・・・　　Ⅱ
○「令第３条の使用人の変更」の届出書の場合

　　(1)「令第３条に規定する使用人」の確認資料・・・　　Ⅲ
　

○「営業所の新設」に係る変更届出書の場合
　　(1)「専任技術者」の確認資料・・・・・・・・・・　　Ⅱ
　　(2)「令第３条に規定する使用人」の確認資料・・・　　Ⅲ
　　(3)営業所の確認資料・・・・・・・・・・・・・・　　Ⅳ

※新設する営業所分のみ必要

○「営業所所在地の移転」に係る変更届出書の場合
　(1)営業所の確認資料・・・・・・・・・・・・・・　　Ⅳ

※移転する営業所分のみ必要

	Ⅰ　経営業務の管理責任者の確認資料

	１　住民票

　　現住所が住民票と異なる場合は、現住所が確認できる資料も必要です。

（アパートの賃貸借契約書の写し、公共料金の納入通知書等の写し）

※住民基本台帳ネットワークシステムで本人確認ができる場合は、省略できることがあります。

２　健康保険被保険者証、または国民健康保険被保険者証の写し

　　ただし、国民健康保険など、申請会社で保険の適用を受けていない場合は、以下の順で更にいずれかの資料が必要です。　　

ア）健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知の写し、または健康保険・厚生年金被保険者資格取得確認および報酬決定通知書の写し

イ）住民税特別徴収税額通知書の写し

ウ）法人税の確定申告書

法人においては表紙と役員報酬明細の写し（受付印押印のもの）

　エ）その他、常勤が確認できるもの

なお、役員が他社役員と兼務（出向後役員となる場合も含む）する場合は事前に相談してください。

３　役員名および経験年数を証明するもの

ア）法人の役員にあっては商業登記簿謄本、履歴事項全部証明書、または閉鎖登記簿謄本（期間分）

イ）建設業者の令３条の使用人にあっては、期間分の建設業許可申請書および変更届出書の写し

４　法第７条第１号イ、またはロの期間を証明するものとして次のいずれか

ア）建設業許可通知書の写し

イ）工事請負契約書、工事請書、注文書、請求書等の写し（期間通年分）

※更新、業種追加の申請の場合は、上記３、４の確認資料が省略できる場合もあります。




	Ⅱ　専任技術者の確認資料

	１　住民票

　　現住所が住民票と異なる場合は、現住所が確認できる資料も必要です。

　　（アパートの賃貸借契約書の写し、公共料金の納入通知書等の写し）

※住民基本台帳ネットワークシステムで本人確認ができる場合は、省略できることがあります。

２　健康保険被保険者証、または国民健康保険被保険者証の写し

　　ただし、国民健康保険など、申請会社で保険の適用を受けていない場合は、以下の順で更にいずれかの資料が必要です。　　

ア）健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知の写し、または健康保険・厚生年金被保険者資格取得確認および報酬決定通知書の写し
イ）住民税特別徴収税額通知書の写し

ウ）法人税の確定申告書（当該者が役員の場合）

法人においては表紙と役員報酬明細の写し（受付印押印のもの）

　エ）その他、常勤が確認できるもの

なお、出向の場合は別途確認資料が必要です。事前に相談してください。

３　法７条、または法１５条の第２号イ、ロ、またはハの要件を証明するもの

技術者の要件が実務経験の場合は、

①実務経験を証明できるものとして次のいずれか

・証明者が建設業許可を有している（いた）場合……建設業許可申請書および変更届出書の写し

・証明者が建設業許可を有していない場合……工事請負契約書、工事請書、注文書、請求書等の写し（期間通年分）

②実務経験証明期間の常勤（または営業）を確認できるものとして次のいずれか

・健康保険被保険者証の写し（事業所名と資格取得年月日の記載されているもので、引き続き在職している場合に限る。）

・厚生年金加入期間証明書

・住民税特別徴収税額通知書の写し（期間分）

・確定申告書（役員に限る……表紙と役員報酬明細の写し（期間分））（受付印押印のもの）

・その他（出向等の場合は個別に相談してください。）

※更新、業種追加の申請の場合は、上記３の確認資料が省略できる場合もあります。



	Ⅱ－２　指導監督的実務経験の確認資料

	１　実務経験証明期間を確認できるもの（上記Ⅱ３①②参照）

２　実務経験の内容欄に記入した工事についての契約書の写し


	Ⅲ　令３条の使用人の確認資料

	１　住民票

現住所が住民票と異なる場合は、現住所が確認できる資料も必要です。

（アパートの賃貸借契約書の写し、公共料金の納入通知書等の写し）

　　※住民基本台帳ネットワークシステムで本人確認ができる場合は、省略できることがあります。

２　健康保険被保険者証、または国民健康保険被保険者証の写し

３　本人に代表権のない場合は、委任状の写し（見積・入札・契約締結等の権限を有していることを確認できるもの）


	Ⅳ　営業所の確認資料

	１　営業所所在地付近の案内図

２　営業所等の写真（外観・営業所内など以下のすべて）

ア）営業所の外部写真（全景が分かるもの）で営業所の案内板および営業所の入口部分が一体となったもの

イ）営業所内部（数室にわたる場合は中枢部）の状況が確認できる程度のもの

ウ）建設業法施行規則第２５条第２項前段に規定する標識が確認できるもの
エ）営業所がビル内に所在する場合は、建物の入口、またはエレベータホール等にある営業所の案内板並びに申請者の名称、営業所の名称を明記した営業所の入口部分を写したもの

３　建物の所有状況が確認できるもの
　①自社所有の場合　…　次のうちいずれか
ア）当該建物の登記簿謄本（発行後３ヶ月以内のもの）
イ）当該建物の固定資産物件証明書、または固定資産評価額証明書
②賃借している場合
ア）当該建物の賃貸借契約書

※賃貸借契約書に記載されている賃貸借期間が、自動継続等で確認できない場合は、直近３ヶ月分の賃借料の支払いを確認できるもの（領収書等）が必要です。

　※更新の場合も、本店を含む全ての営業所について確認資料が必要です。


